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 外国情報活動への対処に関する基本的な方
針（第三条第二号関係）
 重要情報活動の推進及び外国情報活動への
対処に際し配慮すべき内外の情勢についての
基本的な認識及び評価（第三条第三号関係）
 重要情報活動の対象となる事案のうち特に
重要なもの又は外国情報活動への対処に係る
特に重要な事案の総合的な分析及び評価（第
三条第四号関係）
 その他重要情報活動又は外国情報活動への
対処に関する重要事項（第三条第五号関係）

３ 組織
会議は、議長及び議員で組織するものとする。
（第四条関係）
４ 議長
 議長は、内閣総理大臣をもって充て、会務
を総理するものとする。（第五条第一項、第二
項関係）
 議長に事故があるとき、又は議長が欠けた
ときは、内閣法第九条の規定によりあらかじ
め指定された国務大臣（順位を定めて二以上
の国務大臣が指定されているときは、最先順
位の国務大臣）をもって充てられる議員がそ
の職務を代理するものとする。（第五条第三項
関係）

５ 議員
 議員は、４の国務大臣、内閣官房長官、
内閣府設置法第十一条の特命担当大臣、国家
公安委員会委員長、法務大臣、外務大臣、財
務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣及び防
衛大臣をもって充てるものとする。（第六条第
一項関係）
 議長は、にかかわらず、２の事項に係
る特定の事案に関し、特に集中して調査審議
する必要があると認める場合には、議長、内
閣官房長官及びその他のの国務大臣のうち
当該事案に関係する者として議長が指定する
ものによって、当該事案についての調査審議
を行うことができるものとする。（第六条第二
項関係）

 議長は、及びにかかわらず、必要があ
ると認めるときは、の国務大臣以外の国務
大臣を、議案を限って、議員として、臨時に
会議に参加させることができるものとする。
（第六条第三項関係）
 その他議員に関する所要の規定を整備す
る。（第六条第四項関係）

６ 資料提供等
内閣官房長官及び関係行政機関の長は、会議
に対し、会議の調査審議に資する重要情報活動
又は外国情報活動への対処に関する資料又は情
報を適時に提供するとともに、議長の求めに応
じて、必要な協力等を行わなければならないも
のとする。（第七条関係）
７ その他会議に関する規定の整備
 会議に関する事務は、国家情報局において
処理するものとする。（第十二条関係）
 その他会議に関する所要の規定を整備す
る。（第八条～第十一条、第十三条、第十四条
関係）

８ 附則
 この法律は、公布の日から起算して六月を
超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。（附則第一条関係）
 国家情報局長を特別職の国家公務員とする
ことその他所要の規定を整備する。（附則第二
条～第四条関係）
 内閣法を改正し、次の事項等を定める。（附
則第五条関係）
イ 内閣官房に、国家情報局を置くこと。（改
正後の内閣法第十六条の二第一項関係）
ロ 国家情報局は、次の事務をつかさどるこ
と。
 内閣法第十二条第二項第二号から第五
号までの事務のうち、重要情報活動及び
外国情報活動への対処並びに特定秘密の
保護に関するもの（内閣広報官の所掌に
属するものを除く。）（改正後の内閣法第
十六条の二第二項第一号関係）

 内閣法第十二条第二項第六号の事務
（改正後の内閣法第十六条の二第二項第
二号関係）
 ７により国家情報局が処理すること
とされた会議の事務（改正後の内閣法第
十六条の二第二項第三号関係）
 ６により会議に提供された資料又は情
報その他のからまでの事務に係る資
料又は情報を総合して整理する事務（改
正後の内閣法第十六条の二第二項第四号
関係）

ハ 国家情報局に、国家情報局長を置くこと。
（改正後の内閣法第十六条の二第三項関
係）
ニ 国家情報局長は、内閣官房長官及び内閣
官房副長官を助け、命を受けて局務を掌理
すること。（改正後の内閣法第十六条の二第
四項関係）

           

◇令和八年四月二十二日に発生した大火による岩
手県上閉伊郡大槌町の区域に係る災害について
の激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指
定に関する政令（政令第百八十九号）（内閣府本
府）
１ 令和八年四月二十二日に発生した大火による
岩手県上閉伊郡大槌町の区域に係る災害を激甚
災害として指定する。（本則関係）
２ 当該激甚災害に対し、森林災害復旧事業に対
する補助を適用する。（本則関係）
３ この政令は、公布の日から施行する。（附則関
係）

◇円滑な事業再生を図るための事業者の金融機関
等に対する債務の調整の手続等に関する法律の
施行期日を定める政令（政令第百九十号）（経済
産業省）
円滑な事業再生を図るための事業者の金融機関
等に対する債務の調整の手続等に関する法律（令
和七年法律第六十七号）の施行期日は、令和八年
十二月十一日とすること。

           

◇円滑な事業再生を図るための事業者の金融機関
等に対する債務の調整の手続等に関する法律の
施行に伴う関係政令の整備に関する政令（政令
第百九十一号）（経済産業省）
１ 関係政令の整備
円滑な事業再生を図るための事業者の金融機
関等に対する債務の調整の手続等に関する法律
（令和七年法律第六十七号）の施行に伴い、関
係政令について所要の整備を行うこと。（第一
条～第三条関係）
２ 附則
この政令は、令和八年十二月十一日から施行
すること。（附則関係）

           

◇児童福祉法施行令等の一部を改正する政令（政
令第百九十二号）（厚生労働省）
第１ 児童福祉法施行令の一部改正
小児慢性特定疾病医療費、肢体不自由児通所
医療費及び障害児入所医療費に係る負担上限月
額の算定方法における所得区分の一部を八十万
九千円から八十二万六千五百円とする。（第二十
二条第一項第五号、第二十五条の十三第一項第
三号、第二十七条の十三第一項第三号関係）
第２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律施行令の一部改正
自立支援医療費、療養介護医療費及び基準該
当療養介護医療費に係る負担上限月額の算定方
法における所得区分の一部を八十万九千円から
八十二万六千五百円とする。（第三十五条第四
号、第四十二条の四第一項第三号関係）
第３ 難病の患者に対する医療等に関する法律施
行令の一部改正
特定医療費の支給に係る負担上限月額の算定
方法における所得区分の一部を八十万九千円か
ら八十二万六千五百円とする。（第一条第一項第
五号関係）
第４ 施行期日等
１ この政令は、令和八年七月一日から施行す
る。（附則第一条関係）
２ この政令の施行に関し必要な経過措置を定
める。（附則第二条～第四条関係）
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